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　　In this study, we investigated the trend of research on “Safe Patient Handling 
and Movement (SPHM)”, a comprehensive program developed in the United States 
for preventing musculoskeletal disorders (MSD) when transferring patients. SPHM 
research initially focused on fact-finding and economic surveys on nurses’ health 
hazards and social losses associated with MSD onset, followed by cost-effectiveness 
analyses of the introduction of patient lifters. The program was then developed and 
implemented; it has been evaluated and improved on a continuous basis, mainly by 
national organizations and affiliated researchers. Our findings suggest that SPHM 
research in Japan should follow a similar process to establish systems that are feasible 
in healthcare policies.

　本研究では、米国で発展してきた患者介助時の筋骨格系障害の予防を
目的とした包括的プログラムである “Safe Patient Handling and Movement

（SPHM）” に関する研究動向を調査した。SPHM に関する研究は、看護師の筋
骨格系障害発症に伴う健康被害や社会的損失に関する実態調査や経済学的調
査の後、リフト導入に関する費用対効果分析が実施され、国営機関およびその
機関に所属する研究者が中心となり、プログラムの作成と実施および評価と改
善を継続的に行っていた。わが国においても同様のプロセスで SPHM に関す
る研究を実施し、医療政策へ反映しやすいシステム構築を行う必要性が示唆さ
れた。
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1　はじめに
　わが国の医療現場における患者の体位変換や移動介助技術は、身体力学的
なボディメカニクスの考え方を理解し、その技術を活用することが重要とさ
れ 1）、人の手で行われることが多い。しかし、このような援助方法は看護師
が腰痛を発症する要因のひとつとなっており 2）、わが国では、7 割弱から 8 割
強の看護師が腰痛を抱えているとの報告がある 3）。このような背景を受け、
2013 年、厚生労働省は 19 年ぶりに「職場における腰痛予防対策の指針」を
改訂し、ヘルスケア従事者に対する健康の保持増進の必要性を提示した 4）。
しかし、2017 年に行った同省の調査 5）では、看護師を含む保健衛生業従事者
の災害性腰痛による 4 日以上の休業日数は、1593 件 / 年と依然として多く、
看護師の腰痛問題はいまなお顕在している状況である。
　一方、海外では、患者移動介助時における看護師の腰痛問題に対する取り
組みが進んでいる。いち早く取り組んだ英国は、1992 年に健康と安全に関す
る法律第 2793 号「The Manual Handling Operations Regulations（手作業業務
に関する法律 , 1992）」を施行した。これにより介護・看護現場を含む全ての
職場において、手作業で取り扱う全ての「荷（人や動物を含む）」の手や身体
での移動を規制し、人が持ち上げる重量を 25kg までに制限した 6）。1998 年
には豪州において、豪州看護連盟が「No Lifting Policy」を制定し、移動補
助具を用いない移動介助の禁止を推奨した 7）。2003 年に米国では、患者の移
動介助技術に関する科学的根拠に基づくガイドラインとして、「Safe Patient 
Handling and Movement（患者の安全な介助と移動：以下 SPHM）」の開発に
取り組んだ。その結果、看護師の Musculoskeletal disorders（筋骨格系障害：
以下 MSD）発症率と発症に関わる休業日数は、統計的に有意に減少したとの
報告がなされている 8）。現在では、患者の移動介助時のアセスメント方法から、
実際のリフトを用いた介助方法、介助者への教育、安全な病院設計に至るま
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で看護師の腰痛予防に焦点を当てた包括的な SPHM プログラムが発展、実施
され 9）、2005 年以降には、テキサス州を皮切りに州単位で、「Safe Patient 
Handling Legislation（安全な患者介助法）」が制定されている 10）。2012 年に
は International Organization for Standardization（国際 標準化機構：以下
ISO）に お い て も「ISO TR 12296:2012 Ergonomics-Manual handling of 
people in the healthcare sector（人間工学－介護部門における手作業）」として、
医療現場における介助者の MSD リスクを診断するためのガイドラインを制定
し、人間の手による 1 回あたりの持ち上げ重量の制限を 3kg から 25kg と提唱
している 11）。
　わが国において、看護師を含めた医療従事者の腰痛問題を解決していくた
めには、ボディメカニクスを前提とした患者の移動介助技術ではなく、前掲
した諸外国のように、人が持ち上げる重量の規制へ向けた国家政策および科
学的根拠に基づいた患者移動技術と腰痛予防プログラムの開発が必要である
と考える。そこで本研究では、米国における看護師の腰痛予防の包括的プロ
グラムである SPHM に関する研究動向の定量的分析を行い、わが国における
看護師の腰痛予防政策の実現へ向けた社会的課題および今後の研究課題につ
いて示唆を得ることを目的とする。

2　方法
2.1　文献検索方法
　本研究では、SPHM に関する研究の全体像を包括的に把握するため、
Scopus（Elsevier B.V., Nederland）を用いて分析を行った。Scopus は、世界
最大の抄録・引用文献データベースで、収録文献の著者や抄録等の書誌デー
タの分析および視覚化が可能である 12）。
　Scopus を用いた SPHM のキーワードと検索式は、「“Safe Patient Handling 
and Movement” OR “Safe Patient Handling” OR “Safe Patient Handling and 
Mobility” OR “Safe Patient Handling and Mobilization”」（検索日：2019 年 10
月 16 日）とし、Conference paper や Review を除いた Article ならびに英語文
献に限定した。検索期間は、Scopus の抄録収録年から文献検索日の 2019 年
10 月 16 日までとした。
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2.2　分析方法
2.2.1　計量書誌学的分析
　分析は、特定の研究分野を定量的に分析することが可能である、計量書誌
学的手法を用いて行った。計量書誌学（Bibliometrics）とは、「数学的・統計
学的手法を用いて、図書館における文献やサービスの利用に関連するパター
ンを研究・識別し、特定の文献群の特にその著者、出版、利用の歴史的展開
を分析」する学問分野である 13）。そのため、計量書誌学的分析により SPHM
の研究動向を定量的に分析することで、文献内容に限定せず、文献の書誌デ
ータをもとに出版動向等も含めた分析を実施することが可能となる。
　本研究で対象とする書誌データは、文献の出版年、国 / 地域、文献が属し
ている分野（All Science Journal Classification に基づく研究分野分類）、ジャ
ーナル、著者、著者の所属研究機関、抄録とし、Scopus によって得られた対
象 文 献 の 書 誌 デ ー タ を Microsoft Excel® 2016（Microsoft Corporation, 
United States of America）にエクスポートし、データに基づきグラフ、表を
作成した。分析過程において Scopus に重複して収録されている文献および著
者は削除した。

2.2.2　計量書誌学的マッピング
　次に、対象文献の抄録を VOSviewer（version1.6.12:Leiden University, The 
Netherlands）にエクスポートし、抄録出現語句のクラスター分析および時系
列分析を実施した。
　VOSviewer は、計量書誌学的ネットワーク分析を目的としたソフトウェア
であり、ネットワークデータに基づきその構造をクラスタリングし、マッピン
グすることが可能である。VOSviewer による語句の抽出は Apache OpenNLP

（Apache Software Foundation, United States of America）による文・品詞検
出アルゴリズムに基づき、文の検出および品詞の割り当てにより行われる。
また、文内における名詞句は最長の名詞句のみ検出され、最長の名詞句に含
まれる名詞および 名詞句は含まれない（ 例えば、“The artificial neural 
network is highly accurate.” という文では、“artificial neural network” を名詞
句として識別するが、“neural network” や “network” は名詞句として検出され
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ない）。さらに、名詞句を統一する際、非英数字を削除し大文字は小文字に、
複数形の名詞句は単数形に変換される。その後、抽出された語句は、語句間
の関連強度に基づき自動的にクラスター分類、マッピングされる。さらに各
クラスターには色が割り当てられ、重要性が高いものほど表示が大きく、要
素間の距離が近いほど高い関連性を示す 14）。
　本研究では、対象となった各文献における抄録語句の出現頻度を設定し、
クラスターごとに分類することで腰痛予防政策に関する研究構造をマッピン
グし（クラスター分析）、抄録語句の出現平均年数に基づき時系列に分類する
ことで、SPHM に関する研究の発展過程をマッピングした（時系列分析）。

3　結果
3.1　計量書誌学的分析
　文献検索を行った結果得られた 170 件の文献を対象に以下の分析を行った。

3.1.1　文献数と出版年（図 1）
　SPHM に関する最初の文献は 1990 年に出版され、2003 年まで 1 件 / 年未
満の出版であった。2004 年以降は徐々に文献数が増加し、2010 年前後には
年間 15 件以上となり、2018 年には最も多い 21 件に推移した。

図 1　出版年別文献数
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3.1.2　研究分野別文献割合（図 2）
　SPHM に関する研究分野は Nursing が最も多く 40% を示し、次いで
Medicine：33%、Health Profession：13%、Social Science：6%、
Engineering：3% であった。 

図 2　文献の研究分野別割合
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3.1.3　ジャーナル別文献数（表 1）
　ジャーナル別の文献数では、Rehabilitation Nursing が 13 件と最大で、次い
で Critical Care Nursing Quarterly：10 件、Orthopaedic Nursing：9 件、AORN 
Journal：7 件であった。

表 1　ジャーナル別文献数

ジャーナル 文献数
Rehabilitation Nursing 13
Critical Care Nursing Quarterly 10
Orthopaedic Nursing 9
AORN Journal 7
Nursing Management 5
Work 5
Workplace Health And Safety 5
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3.1.4　国 / 地域における文献数（図 3）
　SPHM に関する文献は、20 か国以上の国で出版されており、米国が最も多
く 122 件、次いでカナダが 9 件、英国 6 件、オーストラリア 4 件であった。
日本は含まれていなかった。

図 3　国 / 地域別文献数
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3.1.5　著者別文献数（図 4）
　著者別の文献数は、Nelson が最も多く 16 件であり、次いで Waters が 11 件、
Powell-Cope が 6 件であった。

図 4　著者別文献数
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3.1.6　著者の所属機関別文献数（図 5）
　SPHM に関する文献の著者所属機関別文献数は、Veterans Affairs Medical 
Center（米国退役軍人病院：以下 VA Medical Center）が最も多く 22 件であ
った。次いで National Institute for Occupational Safety and Health（米国国
立労働安全衛生研究所：以下 NIOSH）が 11 件であった。

図 5　著者の所属機関別文献数
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3.2　計量書誌学的マッピング
　Scopus によって得られた 170 件の文献のうち、抄録情報が収録されている
1990 年から 2019 年に出版された 137 件の文献を対象に、VOSviewer を用い
てクラスター分析を実施した。語句の出現頻度を 10 とし、関連性の高い上位
60% の語句を条件として分析した結果、抄録出現語句は 25 語となり（表 2）、
語句間の関連強度に基づき 4 つのクラスターに分類された（図 6）。さらに、4
つのクラスターにクラスターを構成する語句から研究テーマをラベル付けし
た（表 3）。また、抄録出現語句の出現平均年数をもとにマッピングし、時系
列分析を行い（図 7）、時系列分析結果から抄録出現語句は出現平均年数の色
の変化に基づき、第Ⅰ期：“SPH” 出現前、第Ⅱ期 “SPH” 出現後から “SPHM”
出現以前、第Ⅲ期 “SPHM” 出現後の 3 つの期間に分類された（表 4）。
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表 2　クラスター分析による抽出語句

クラスター 1 クラスター 2
語句 頻度 関連性 語句 頻度 関連性
caregiver 37 1.58 education 25 1.08
cost 21 0.88 knowledge 28 1.35
device 33 0.75 nursing 13 0.8
health care worker 14 0.98 sphm 23 1.25
lift 38 1.44 student 54 1.98
msd 10 1.18 technique 26 1.09
pain 36 1.11 training 48 0.63
patient handling task 14 0.73

クラスター 3 クラスター 4
語句 頻度 関連性 語句 頻度 関連性
facility 22 0.4 development 16 0.5
practice 98 1.1 effect 27 0.54
sph 21 2.01 evaluation 21 0.59
sph equipment 14 3.24 implementation 48 0.69
sph program 17 1.27 sphm program 23 1.37

図 6　クラスター分析による計量書誌学的マッピング
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表 3　�SPHM に関する 4 つの研究テーマ（筆者による分類：表 2 各クラスター語句に
準拠）

クラスター 研究テーマ

1 「医療従事者や介護者の MSD に関連した社会的損失およびリフ
トや機器の使用」

2 「学生や看護師に対する SPHM に関する知識や技術の教育」

3 「施設における SPH プログラムの実践」

4 「SPHM プログラムの実践からその効果および評価、発展」

図 7　時系列分析による計量書誌学的マッピング

表 4　時系列分析結果に基づく語句の分類

研究期間 出現平均年数 出現語句

第Ⅰ期 2010 ～ 2013

caregiver、cost、device、health care woker、
lift、msd、pain、patient handling task、
education、knowledge、nursing、student、
training、facility、practice、effect、evaluation、
implementation

第Ⅱ期 2014 sph、sph program、sph equipment、technique
第Ⅲ期 2015 sphm、sphm program、development
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4　考察
　本研究では、米国における看護師の腰痛予防の包括的プログラムである
SPHM に関する研究動向の定量的分析を行った。その結果、SPHM は看護師
の腰痛予防に関する社会動向、学際的な拡がり、研究者とその所属研究機関
と密接に関連しながら開発され、発展してきたことが示された。以下にわが
国の課題も含め考察を述べる。

4.1　腰痛予防に関する社会動向と SPHM に関する文献数の推移
　SPHM に関する文献数は、1990 年以降 0 ～ 1 件 / 年で推移していたが、
2004 年頃から徐々に増加していった。この背景には、SPHM に関する文献を
多く出版している米国において、2003 年に American Nurses’ Association（米
国看護師協会：以下 ANA）が行った、安全な患者介助と MSD 予防を推進す
る 人 間 工 学 的 キャン ペ ーン「Handle with Care」 や、同 年 Occupational 
Safety and Health Administration（米国労働安全衛生局：OSHA）が行った、
介護施設における MSD 予防のための人間工学ガイドライン「Guidelines for 
Nursing Homes」15）の策定といった社会動向が関与したためと考えられる。さ
らに同年、米国フロリダ州タンパにおいて SPHM に関する研究を実施してい
る VHA Patient Safety Center of Inquiry（退役軍人保健局患者安全センター）
と Healthcare Analysis and Information Group が協働する Technical Advisory 
Group によって、SPHM プログラムの基盤となる患者介助のアセスメントツ
ールおよびアルゴリズムが開発、発表されている 9）。このように、米国では
政策と連動した SPHM に関する研究が行われ、プログラムの開発および導入
が進み、2010 年以降の文献数のピークとともに 2012 年の ISO によるガイド
ライン発表、翌年 2013 年に ANA による SPHM の国家基準として “Safe 
Patient Handling and Mobility: Interprofessional National Standards”16）の発表
に至ったと考えられる。
　その後文献数は減少傾向であったが、2018 年には文献数 21 と最大のピー
クを示し、その文献数の約半数 10 件がジャーナル誌 “Critical Care Nursing 
Quarterly” に収録されている文献であった。これは、2018 年 7 月に出版され
た Critical Care Nursing Quarterly において SPHM に関する研究の特集が組ま
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れ、10 件の文献数が加算されたためである。2018 年 7 月号の Critical Care 
Nursing Quarterly では SPHM の導入が困難である救急領域をはじめ、小児や
肥満患者への適応への課題について研究が実施されており 17）18）19）、米国では
現在、医療分野全体への SPHM プログラム導入を課題とし、研究を継続する
ことで SPHM の発展を推進していると考えられる。

4.2　SPHM に関する研究の学際的な拡がり
　SPHM に関する研究の多くは、Nursing および Medicine の分野で実施され
ていたが、Health Professions の分野でも多く実施され、特に理学療法士に
対する SPHM に関する研究が多く認められた 20）21）。これは、看護師同様、理
学療法士も MSD の発症リスクにさらされており、患者介助や移動に関わる
専門職として看護師同様 SPHM に関する知識や技術を習得し、実践していく
必要があったためと考えられる。ジャーナル別の文献数でも、米国の
Association of Rehabilitation Nurses（以下：ARN）によって出版されている
国際ジャーナル Rehabilitation Nursing 22）が最大の 13 件であった。米国では過
去数十年にわたり、MSD 発症リスクにさらされているリハビリテーション看
護師と、リフト機器の過度な使用が患者の自立に負の影響を与えると考える
理学療法士の対立が存在した 9）。そのため、Veterans Health Administration（退
役軍人保健局）、ARN、および American Physical Therapy Assosiation（米国
理学療法士協会）の各代表者によって、リハビリテーション領域における
SPHM に関するエビデンスを効率的に採用する方法を検討することを目的と
した国家対策本部が設立された 9）。これらの背景により、リハビリテ―ション
分野での文献を扱う米国の Rehabilitation Nursing が最も多い文献数となった
と考えられる。
　SPHM に関する研究は、Social Sciences や Engineering の分野でも実施さ
れていた。Social Sciences の分野で研究されている理由の 1 つに、SPHM プ
ログラムを実施すべき根拠として、看護師の労働安全や社会的損失の視点を
含んだ研究 23）24）が必要不可欠であったためと考えられる。米国では、看護人
材の確保や MSD を発症した看護師の離職に伴う経済的損失等、看護師の腰
痛問題は国全体で解決すべき課題とされており 9）、プログラムの目標の一つ



296

自由論題

である生産性の視点が盛り込まれたためと考えられる。また、ジャーナル別
の文献数においても、Work や Workplace Health And Safety に投稿されていた
文献がそれぞれ 5 件あり、労働安全の視点から研究が必要であったと考えら
れる。Engineering の分野では、患者介助、移動時のリフト装置の使用や人間
工学に焦点を当てた研究 25）26）が含まれていた。これは、米国でも従来ボディ
メカニクスの活用によって看護師の腰痛予防を推進していたが、科学的根拠
に欠けるとして、ボディメカニクスを撤廃するための基礎研究の必要性が推
進されたためと考えられる 9）。
　このように、SPHM プログラムは看護・医療の分野だけでなく、Health 
Professions や Social Sciences、Engineering 等複数の分野から、労働安全や
社会的損失、人間工学的介助やリフト機器の導入と効果といった多面的な研
究が実施されてきたことが示されている。

4.3　SPHM の研究者と研究機関
　SPHM に関する研究の多くは、米国の Nelson によって行われてきた。
Nelson は、米国における SPHM の研究者および指導者であり、2016 年まで
VA Medical Center に所属していた。SPHM に関する研究機関で最大であっ
た VA Medical Center は、米国連邦政府管轄下にある退役軍人に対して医療
を提供する国営の病院で、研究立案と実践を行い米国内の病院で活用される
医療指針の作成に貢献する役割を担っている 27）。Nelson に次いで文献数が多
かった米国の Waters は、約 30 年間 NIOSH で人間工学分野の研究を実施し
ており、Nelson と協働して SPHM プログラムの開発に携わった 28）。Waters
が所属する NIOSH は、業務関連障害・疾病予防を目的とした研究および勧
告を行う連邦機関であり、労働安全に関する研究結果を実践に移す役割を担
っている 10）。
　このように米国では、SPHM に関する研究は、国営機関に所属するその領
域の専門家によって実施されているため、研究結果が国家政策として MSD
予防プログラムへ反映されていることが示された。
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4.4　SPHM の研究テーマと発展過程
　抽出語句の関連性に基づき研究構造をマッピングしたクラスター分析から
4 つの SPHM に関する研究テーマを示すことが可能であった（表 3）。「医療
従事者や介護者の MSD に関連した社会的損失およびリフトや機器の使用」
では、医療従事者等の MSD 予防による健康の保持増進だけではなく、MSD
発症に伴う社会的損失に焦点が当てられていた。これは、MSD を発症した医
療従事者に対する費用増大の抑制が、SPHM プログラム実施の目標の 1 つで
あったためと考えられる 29）。また、SPHM プログラムでは、ボディメカニク
ス等の身体力学的な介助ではなく、科学的根拠に基づいた人間工学的な介助
を採用しており、リフト機器の導入前後の費用対効果分析が実施されている
ことも、研究テーマの一つである社会的損失に焦点が当てられた理由である
と考えられる。また、「学生や看護師に対する SPHM に関連した知識や技術
の教育」が研究テーマとして示された理由としては、SPHM プログラムの導
入に伴い、従来の介助方法から新たな専門知識と技術の獲得が不可欠であっ
た た め と 考 え ら れ る。2004 年、ANA は NIOSH お よ び Tampa Veterans 
Administration Patient Safety Center of Inquiry（タンパ退役軍人局患者安全
センター）と提携し、看護学校のカリキュラムにも SPHM の概念を導入して
おり 30）、看護学生に対しても、人間工学的な介助方法を効率的に習得、実践
するための教育が行われている。研究テーマ「施設における SPH プログラム
の実施」および「SPHM プログラムの実践からその効果および評価、発展」
では、SPH、SPHM プログラムを導入している施設での効果を評価する研究
が実施されており 31）32）、さらに SPHM プログラムでは、医療現場へのさらな
る導入に向けたプログラム改善の必要性について研究が進められている 31）。
　抽出語句の出現平均年数に基づきマッピングした時系列分析によって、
SPHM に関する研究の発展過程を示すことが可能であった。第Ⅰ期では、
MSD 発症に伴う社会全体の損失やリフト導入後の費用対効果分析等の実態調
査や経済学的調査が実施されていた 24）。米国では、国の問題として医療従事
者の腰痛予防に取り組むべき理由が、科学的根拠に基づいて多角的に示され
ており、これらの調査が看護師の MSD 予防プログラム開発および SPHM に
関する研究実践の一助になったと考えられる。その後、第Ⅱ期として科学的
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根拠に基づいた SPH、SPHM プログラムの作成と実施に関する研究に至り、
第Ⅲ期では、導入後の評価と課題の検討、研究の継続へと発展していること
が示された。今後も SPHM に関する研究は評価と改善を繰り返しながら継続
していくものと考える。

4.5　患者の安全な介助と移動技術および腰痛予防政策に向けた日本の課題
　現在わが国における看護師の腰痛予防対策は、ボディメカニクスの活用と、
個人による努力義務となっている 3）。山本（2019）は、「昨今医療水準は格段
に進歩し、患者の重症化・高齢化を含め、看護を取り巻く環境は大きく変化
してきた。しかし、そのような状況にもかかわらず、看護師の腰痛予防に関
する環境や設備は、ソフトとハードの両面から英国や豪州が取り組んできた
法制化を含めた改善の現状と大きな開きがあるといえる」と述べている 33）。
今後さらに加速するわが国の超高齢化社会を見据えると、看護師のみならず
医療従事者の健康の保持増進に加え、医療費削減や看護人材の確保等の観点
から、医療従事者の腰痛問題は解決すべき問題であり、効果的な患者の安全
な介助と移動プログラムの導入は喫緊の課題であると考える。しかしながら、
わが国において科学的根拠に基づいた患者の安全な介助と移動に関する研究
はほとんど存在せず、依然として身体力学的なボディメカニクス教育や腰痛
予防体操に関する研究 34）35）36）が多く行われている。
　今後、わが国における看護師の腰痛問題を解決していくためには、看護の
分野で研究が実施されている看護師の腰痛発生状況や有訴率、ボディメカニ
クス教育に関する研究に限らず、看護師の腰痛問題によって生じる経済的な
損失や、リフト機器の導入効果に関する研究等、他の学問分野とも協働した
学際的な研究を実施していく必要があると考える。さらに、腰痛予防プログ
ラムの開発を見据えると、米国同様、専門家を交え国営機関での腰痛予防プ
ログラムに関する研究を推進することによって、その研究結果が国家政策に
反映され、法制化につながり、わが国における看護師の腰痛予防政策として
提示されると考える。そして、腰痛予防プログラムに関する研究の実施、評
価を継続して行い、プログラムに還元していくことで科学的根拠に基づいた
実現可能性の高い腰痛予防プログラムの開発、発展につながると考える。
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5　研究の限界
　本研究では、VOSviewer によるクラスター分析において、抄録に限定して
分析を行ったため、論文本文を対象として行った場合と比して、分析結果が
異なった可能性がある。

6　結論
　SPHM プログラムの起点は、看護師を含めた医療従事者の MSD 発症に伴
う健康被害や社会的損失に関する実態調査・経済学的調査であり、その後リ
フト導入後の費用対効果分析が実施され、医療者の MSD 問題を解決すべき
根拠が多角的に示されていた。
　SPHM の発展には、国営機関およびその機関に所属する研究者によって科
学的根拠に基づいたプログラムの作成と実施、評価と改善がなされているた
め、研究結果が医療政策に反映されていることが示唆された。
　SPHM の研究動向より、わが国においても看護師の腰痛問題に伴う社会的
損失やリフト機器の導入効果に関する研究が必要であり、米国同様、国家政
策として国営機関での腰痛予防プログラムの研究開発を行い、医療政策へ反
映しやすいシステム構築が必要であることが示唆された。
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